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6. 現地調査及び現地関係者とのミーティング

地方政府(マカッサル) 中央政府

 防災関連投資には前向だが、基礎イン
フラ(排水路等)が未だ不十分な状態。

 ゴミ、環境等様々な地域課題が放置さ
れており、多様なニーズが存在する。

 大学は一定程度の購買力を有しており、
産学官連携を通じたアプローチも選択
肢の一つとして挙げられる。

 中央政府は、地方政府と比較して購買力が高
く、今後の連携可能性も大きい。

 各省庁から、多くの課題の提供あり。
①EWS関連（観測精度、盗難防止 等）
②省庁間でのデータの統合
③省庁連携を通じた複合災害対策

 個別のニーズは、以下が挙げられた。
・レトロフィットによる耐震対策
・土砂崩れの予測、機器の盗難対策
・インフラの効率的な維持管理

 政府開発援助(ODA)を使わない場合、インドネシア国の政府調達に係る様々な規制が存在。
レジリエンス関連機器・サービスの展開にあたっては留意する必要がある。
・現地産品の調達ルール ・サービスプロバイダー登録
・防災関連データの利用規制 等

表11: ヒアリング結果概要

 マカッサル市は、防災関連投資には前向きだが、基礎インフラが未だ不十分。
環境分野での課題も多く、日本企業の技術を活用した課題解決への取組に期待。

 中央政府では、各省庁が抱える様々な課題を確認。
縦割りが基本であり、日本企業の進出においては、各省庁に接触する必要がある。







８． 全体総括、まとめ

 下記に企業及び行政・支援機関における今後の方向性及び具体例をまとめた。
 レジリエンス関連産業の海外展開を促進していくためには、企業及び行政・支援機関とも、
既存の取組を超えたより力強いアクションが求められる。

主体 展開目標 方向性 具体例

企業

ソリューションの
パッケージ化
（垂直統合）

データ観測、解析、メンテナンス、
コンサルティング等を包含する一
貫ソリューションの提供

• 河川モニタリング：水位、水
質観測、水位予測、早期警報
まで一貫

• 代表企業の代理店に複数社の
サービスをパッケージ販売

他分野への展開
（水平展開）

フェーズフリー、農業、防犯、観
光等他分野に適用できるサービス
の提供

• 他分野に応用できる観測機器、
ドローン、気象予測等のマル
チサービス 等

行政
・

支援機関

地方政府（都市）
との関係性強化

レジリエンス分野における都市間
連携の促進

• 人材交流等を含んだ災害レジ
リエンス分野の都市間連携

ドアオープン機能の
強化

G to Gのコミュニケーション強化、
企業を含めたビジネスの場の提供

• 対象国（地域）におけるプロ
ジェクトにつき、行政・支援
機関の観点で深く参画

対象国（地域）にお
ける人材育成、制度

整備支援
コア人材の選定、研修提供等
制度整備に関する技術的協力

• 対象国（地域）におけるコア
人材の育成、レジリエンス関
連制度整備支援
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表14: 災害レジリエンス関連産業の海外展開目標および方向性


